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（午前１０時００分 開議） 

議長（鎌形寿一君） 

 ただいまの出席議員は１５人全員です。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。 

 日程第１、認定第１号、平成２４年度東庄町一般会計歳入歳出決算認定について

から、日程第８、認定第８号、平成２４年度東庄町国民健康保険東庄病院事業会計

決算認定についてまで、以上、８案を一括議題とします。 

 職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本決算について提出者から説明を求めます。 

 岩田町長。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、ただいま一括議題となりました、認定第１号から認定第８号まで、一

般会計ほか特別会計５件、及び企業会計２件、あわせて８件の平成２４年度決算に

ついて、その提案理由を申し上げます。 

 なお、地方自治法第２３３条第３項並びに地方公営企業法第３０条第４項の規定

に基づき、監査委員さんの意見を付してございます。よろしくご審議をいただきま

すよう、お願い申し上げます。 

 最初に、認定第１号の平成２４年度一般会計の決算でございますが、平成２４年

度の一般会計当初予算は歳入歳出それぞれ４５億７，１００万円でございましたけ

れども、３億３，１３２万２，０００円の追加補正の結果、最終予算は４９億２３

２万２，０００円となり、平成２３年度からの繰越事業費繰越額９，７１８万１，

０００円を追加いたしますと、予算現額は歳入歳出それぞれ４９億９，９５０万３，

０００円となりました。平成２３年度の予算現額は５４億２，７０６万５，０００

円でしたので、比較しますとマイナス４億２，７５６万２，０００円となっており

ます。 

 続いて、歳入歳出の決算状況でございますが、歳入においては５３億４，５３０

万８，０００円が収入されており、そのうち町税を初めとする一般財源は４２億７，
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６４５万４，０００円、歳入に占める比率は８０％となっております。一方、歳出

では４７億３，１６０万６，０００円が執行されております。歳入総額から歳出総

額を差し引きました形式収支は６億１，３７０万２，０００円となり、繰越明許に

より２５年度へ繰り越すべき財源が２，７４３万９，０００円でしたので、実質収

支は５億８，６２６万３，０００円となりました。 

 また、平成２３年度の決算と比べてみますと、歳入では３億７，７５６万４，０

００円の減、歳出では３億１，２９３万９，０００円の減となっております。それ

では歳入歳出それぞれ特筆されるものを申し上げます。 

 最初に歳入でございますが、町税全体の決算額は１３億４，８４５万５，０００

円となっており、給与所得や営業所得は若干の伸びが見られますが、固定資産税で

３年に一度の評価替えを行ったため、結果として１，１１０万３，０００円前年度

を下回っております。 

 次に、地方譲与税及び利子割交付金から地方特例交付金までの７件の交付金でご

ざいますが、前年より増加したのは株式等譲渡所得割交付金とゴルフ場利用税交付

金のみで、地方譲与税と他の５件の交付金につきましては交付基準額の減や制度の

改正によりまして、全て減額となっております。 

 次に、地方交付税ですが、普通交付税、特別交付税ともに減額となり、前年度と

比べ１億５，７１２万１，０００円減の１８億４，４７４万２，０００円となって

おります。 

 次に、分担金及び負担金でございますけれども、東京ガスの舗装費負担金の増な

どにより、前年度比１，１２６万４，０００円の増、１億４，３３７万６，０００

円となっております。 

 続いて、国庫支出金ですが、２３年度に行った国庫補助金を伴う東日本大震災の

災害復旧事業が終了したことにより１億３，０６０万８，０００円の減、３億１，

３４２万７，０００円の決算となっております。 

 次に、県支出金でございますが、国庫支出金と同様に東日本大震災の災害復旧事

業の終了によるものや、２３年度に行った介護基盤緊急整備特別対策事業が終了し

たことから３，７２７万９，０００円減の３億４，９１８万１，０００円となって

おります。 

 次に、寄附金については、福祉や環境への指定寄附があったため１５６万円増額
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の５１１万２，０００円の決算となっております。 

 次に、繰越金でございますけれども、前年度に比べて１億３３３万５，０００円

増の６億７，８３２万７，０００円の決算となりました。 

 次に、諸収入でございますけれども、２３年度に収入いたしました災害見舞金や

災害対策支援金、コミュニティ助成事業補助金が減となったことにより、１億１，

４０４万５，０００円減の１億４，７７９万３，０００円となりました。 

 歳入の最後でございますけれども、町債ですが、２４年度は防災行政無線デジタ

ル化事業や橘小学校体育館改修事業の借り入れを行いましたけれども、臨時財政対

策債の借り入れを抑制した結果、前年度より１，３１０万円減の１億９，８２０万

円となっております。 

 続きまして、歳出決算について、増減額の大きなものを申し上げます。 

 議会費では、議員共済会負担金の負担割合が減少したことにより、前年度と比べ

１，０９３万３，０００円減の９，７４９万３，０００円の決算となっております。 

 次に、総務費でございますけれども、防災行政無線デジタル化工事の増などによ

りまして、前年度比７，４５６万５，０００円増の７億４，２９５万１，０００円

の決算となっております。 

 次に、民生費では、２３年度に行った既存小規模介護施設等消火設備整備補助金

の終了、災害見舞金の支給件数の減によりまして、前年度と比較し６，８７３万８，

０００円減の１２億３，４３９万８，０００円の決算となりました。 

 次に衛生費でありますが、東日本大震災で発生した災害廃棄物の処理量が少なく

なり、処分委託料が減になったため前年度と比較して１，７９４万５，０００円の

減、決算額は６億２，３２８万円となっております。 

 次に、農林水産業費でございますけれども、こちらも災害復旧事業を完了したこ

とや県営事業補助金の減額によりまして、前年度と比べまして８，３２２万７，０

００円減の１億４，１９４万円となっております。 

 次に、商工費では、２４年度に駐車場整備工事や観光ＰＲ事業を実施し、前年度

比８５万８，０００円増の９，３０４万７，０００円となっております。 

 次に、土木費でございますけれども、町道関係工事が増額になったことから、全

体では前年度比２１８万１，０００円増の決算で３億１，２２９万７，０００円と

なっております。 
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 次に、消防費でございますけれども、前年度比で３５万１，０００円増の２億６，

４８３万３，０００円の決算となりました。２４年度の小型ポンプと防火衣を購入

しております。 

 次に、教育費では２３年度に行った中学校武道館防水工事や弓道場建設工事が終

了したことによりまして、前年度と比較し２，０１９万８，０００円減の４億６，

１７８万４，０００円となっております。 

 次に、災害復旧費でございますけれども、２３年度に行いました東日本大震災に

よります災害復旧事業の多くが終了したため、２億３，１９９万円減の１，１５３

万９，０００円、大きく減額になっております。 

 次に、公債費でございますが、償還件数は年々減少しておりますけれども、新た

に元金償還が始まった起債が高額だったことによりまして、前年度比６３８万円増

の５億１，０２７万９，０００円となっております。 

 歳出の最後、諸支出金でございますけども、新規に東庄町東日本大震災復興基金

へ積み立てを行ったため、前年度と比べまして３，５７５万７，０００円増額の２

億３，７７６万５，０００円となっております。 

 以上、一般会計の主なものについて申し上げました。 

 次に、認定第２号、国民健康保険特別会計の決算について申し上げます。 

 歳入決算の総額は２１億６，７１３万６，０００円で、前年度より６４１万４，

０００円の減となっております。また、歳出決算でございますが、前年度より６，

６５２万１，０００円増の２０億８，３７５万５，０００円となりました。実質収

支額は８，３３８万１，０００円でございます。 

 次に、認定第３号、後期高齢者医療特別会計の決算でございますが、歳入決算の

総額は１億４５０万２，０００円となり、歳入のうち６６．１％が保険料で、その

ほか一般会計からの繰入金が主な財源となっております。また、歳出の決算でござ

いますけれども、１億２６９万２，０００円で、その９８．２％が後期高齢者医療

制度の運営主体であります千葉県広域連合への納付金でございます。実質収支額は

１８１万円となりました。 

 次に、認定第４号、食肉センター特別会計の決算について申し上げます。 

 歳入については主に食肉センターの事業収入となっております、と畜処理頭数が

養豚農家の生産頭数の減少によりまして、前年度と比較いたしまして５，０４２頭
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の減となり、１，８０２万８，０００円減額の１億３，０９６万１，０００円とな

りました。一方、歳出でございますが、事業費として８，１３９万２，０００円支

出のほか、積立金として１，５００万円を財政調整基金として積み立て、また諸支

出金として１，０００万円を一般会計繰出金として支出しており、歳出合計では１

億６３９万２，０００円となり、前年度より１，５３３万円の減額となっておりま

す。したがって、収支差し引きでは２，４５６万９，０００円を次年度へ繰り越す

ことができました。平成１９年度より指定管理者制度の導入によりまして、施設の

管理運営を食肉センター事業協同組合が実施しておりますが、今後とも処理頭数の

確保に努め、食肉センターの経営安定に努力してまいりたいと考えております。 

 次に、認定第５号、訪問看護ステーション特別会計決算について申し上げます。 

 平成２４年度の訪問看護ステーションの歳入決算の総額は２，３９７万９，００

０円、前年度比で１．２％の減となりました。減額の主な要因でございますが、利

用者数、利用件数がともに減少したことによる事業収入の減でございます。一方、

歳出決算の総額は１，５６７万円、前年度比１２．０％の増となっております。増

額の主な要因でございますが、車両購入費と人件費の増によるものでございます。

以上、差し引き収支で８３０万９，０００円の黒字となっております。 

 次に、認定第６号、介護保険特別会計決算について申し上げます。 

 平成２４年度は、第５期介護保険事業計画３カ年の初年度でございました。高齢

化率の加速が進んでおりまして、要介護認定者数、保険給付費は年々増加の傾向に

ございます。この中で歳入決算の総額でございますが、１０億５，５９４万１，０

００円、前年度比で７．９％の増となりました。この要因は、保険料の改定に伴う

増加と保険給付費の増加に伴う国・県支出金や、社会保険診療報酬支払基金交付金

の増加によるものでございます。一方、歳出決算の総額は１０億２，４６１万５，

０００円、前年度比で７．１％の増となりました。このうち全体の構成比で９２．

７％を占める保険給付費は前年度比７．４％の増となっております。以上、差し引

きの収支で３，１３２万６，０００円の黒字となっておりますが、平成２５年度に

精算を行いますと、実質的な余裕資金は２，６２０万円程度となる見込みでござい

ます。 

 続きまして、企業会計のうち、認定第７号の水道事業会計決算について申し上げ

ます。 
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 初めに、地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づく剰余金の処分、同法第３

０条第４項の規定に基づく決算認定をあわせて議会の議決を得ようとするものでご

ざいます。 

 剰余金の処分につきましては未処分利益剰余金４，３９１万６，０００円全額を

減債積立金に積み立てようとするものでございます。 

 決算につきましては、収益的収支会計の収入では４億１，２０４万９，０００円、

支出では３億６，８１３万３，０００円となりまして、収支差し引き４，３９１万

６，０００円の純利益となっております。次に資本的収支会計でございますが、支

出で固定資産取得費、企業債の償還で４，３７６万１，０００円、資本的収支にお

いて不足する額４，３７６万１，０００円は、当年度消費税及び地方消費税資本的

収支調整額４万８，０００円、減債積立金２，９５４万５，０００円及び過年度分

損益勘定留保資金１，４１６万８，０００円で補填をしております。なお、平成２

４年度末におけます給水戸数でございますが４，０２１戸、給水人口は１万２，５

３８人となっております。 

 最後に、認定第８号、国民健康保険東庄病院事業会計決算について申し上げます。 

 病院事業につきましては、内科医師４名の診療体制と、あわせて非常勤医師によ

ります整形外科、循環器内科の診療を実施いたしました。また、介護療養型医療施

設として施設入所サービス、ショートステイ、居宅療養管理のほか、訪問リハビリ、

通所リハビリを実施いたしました。平成２４年度の経営状況でございますが、前年

度と比べ入院延患者数で４．３％の増、外来延患者数では３．１％の減となってお

ります。決算の内容でございますが、収益的収支の収入が１０億２，２１２万８，

０００円に対し、支出が９億７，１１７万９，０００円で、５，０９４万９，００

０円の純利益となり、３年連続の黒字となっております。次に資本的収支について

でございますが、収入が１億２６３万３，０００円に対し、支出が１億４，０３４

万１，０００円で、不足する３，７７０万８，０００円につきましては、当年度消

費税及び地方消費税資本的収支調整額と、過年度分損益勘定留保資金をもって補填

したところでございます。 

 以上で、一般会計を初め８会計の決算について認定をいただくに当たり、提案理

由を申し上げました。 

 なお、詳細につきましては担当課長、事務長から説明をいたさせます。ご審議の
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上、可決・認定をいただきますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長。 

総務課長（五十嵐秀司君） 

 それでは、平成２４年度一般会計の決算について、その内容をご説明申し上げま

す。説明につきましては、お手元に配付してございます決算参考資料に基づきまし

て説明をさせていただきたいと思います。 

 それでは、参考資料の１ページをお願いいたします。 

 一般会計の決算でございますが、平成２４年度の決算規模は歳入の総額が５３億

４，５３０万８，０００円、歳出の総額では４７億３，１６０万６，０００円とな

りまして、前年度と比較いたしますと、歳入では３億７，７５６万４，０００円、

率にして６．６％の減となり、歳出においては３億１，２９３万９，０００円、率

にして６．２％の減となりました。これらの内容につきましては、次の（2）決算収

支の状況の表で申し上げます。 

 歳入決算額から歳出決算額を差し引きました形式収支では、アといたしまして６

億１，３７０万２，０００円となりました。このうち平成２５年度への繰越事業の

一般財源として、イの欄で２，７４３万９，０００円がございますので、これを差

し引きまして、ウの欄で５億８，６２６万３，０００円が実質収支の額となってお

ります。この実質収支の額から平成２３年度の実質収支の額を差し引いたものが単

年度収支としてエの欄のマイナス６，２０１万４，０００円となります。 

 なお、次のオ並びに一つおいたキの欄は、財政調整基金の積み立て並びに取り崩

しの決算額でございまして、オの積立額は利子分をあわせまして２億６０万５，０

００円、キの積立金取り崩しはございませんでした。カの町債の繰り上げ償還につ

きましては６５１万６，０００円の償還を行いました。この結果、単年度収支の額、

エに財政調整基金への積立金オの額及び繰上償還額カを加えた額が実質単年度収支、

クの欄で１億４，５１０万７，０００円となりました。 

 それでは、歳入歳出の決算状況について申し上げます。なお、細部につきまして

は、この後、特別委員会へ付託される予定と聞いておりますので、私からは主だっ

たものを申し上げますので、あらかじめご了承をいただきたいと思います。 

 最初に、歳入決算について申し上げますので、第１表をお願いいたします。 
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 歳入決算の総額５３億４，５３０万８，０００円のうち町税を初めとする一般財

源の総額は４２億７，６４５万４，０００円で、歳入決算の８０％を占めておりま

す。残りの２０％、国庫及び県支出金や町債の一部を含みまして１０億６，８８５

万４，０００円が特定財源となっております。 

 まず第１款・町税の決算額は１３億４，８４５万５，０００円で、前年度より１，

１１０万３，０００円、０．８％の減となっております。長引く景気の低迷に持ち

直しの動きが見られ、所得にも若干の伸びが見られますが、固定資産税において３

年に一度の評価替えがあったため減額となっております。 

 次の第２款・地方譲与税の決算額は９，３８６万９，０００円で、前年度比６４

１万１，０００円、６．４％の減となっております。これは自動車重量譲与税の減

によるものでございます。 

 次は第３款の利子割交付金ですが、平成２４年度の決算は２９２万７，０００円

で、前年度比５３万２，０００円の減となっております。 

 次に、第４款の配当割交付金及び第５款の株式等譲渡所得割交付金でありますが、

この二つの交付金につきましては、上場株式の配当及び譲渡益に対して課される税

を原資に交付されるものでありまして、決算は配当割交付金３２８万７，０００円

と、株式等譲渡所得割交付金９５万５，０００円でありました。 

 第６款・地方消費税交付金につきましては、前年度より３１９万６，０００円減

となり１億１，６７４万５，０００円の決算となりました。 

 第７款はゴルフ場利用税交付金で、決算額は前年度と比べ４２万１，０００円増

の１，７３４万５，０００円でありました。 

 第８款は自動車取得税交付金でございまして、県税としての自動車取得税を原資

に、市町村道の延長並びに面積で按分して交付され、その額は２５０万４，０００

円減の２，６７０万３，０００円の決算となりました。 

 第９款の地方特例交付金では、児童手当及び子ども手当にかかる交付金が平成２

３年度で廃止となったため、２，０７９万８，０００円、８７．４％減の３００万

３，０００円となりました。 

 次に、歳入決算総額の３４．５％を占めております第１０款の地方交付税でござ

います。普通交付税で４，０１０万円の減、特別交付税で４，１２１万６，０００

円の減、震災復興特別交付税が７，５８０万５，０００円の減となり、総額で前年
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度を１億５，７１２万１，０００円下回った１８億４，４７４万２，０００円の決

算となりました。普通交付税の減は基準財政収入額が増額になったため、結果的に

交付基準額が減になったことによるものであります。 

 次に、第１１款の交通安全対策特別交付金の決算は、昨年度とほぼ同じ２９１万

９，０００円の決算となっております。 

 第１２款は分担金及び負担金でございまして、東京ガスの舗装費負担金が９５２

万４，０００円増額になったことや、保育所入所児童の増による保育料の増により

まして、前年度より１，１２６万４，０００円増額の１億４，３３７万６，０００

円の決算となりました。 

 次の第１３款・使用料及び手数料は、前年度比２２５万４，０００円、８．６％

増の２，８３６万９，０００円の決算となっています。幼稚園児数の増に伴う幼稚

園保育料の増などが主な要因でございます。 

 １４款は国庫支出金の決算ですが、東日本大震災にかかる災害復旧事業が終了し

たことや災害等廃棄物処理事業が減少したため、全体では前年度を１億３，０６０

万８，０００円、２９．４％下回りまして３億１，３４２万７，０００円の決算と

なっております。 

 １５款・県支出金では、２３年度に行った介護基盤緊急整備特別対策事業や園芸

施設、農業用施設の災害復旧事業が終了したことにより、全体としては３，７２７

万９，０００円、９．６％減の３億４，９１８万１，０００円の決算となりました。 

 次の１６款は財産収入でございます。財産収入全体では２２万８，０００円、８．

６％増の２８７万７，０００円となっております。 

 １７款の寄附金ですが、２４年度は福祉や環境に対する寄附があったため、前年

と比較して１５６万円増の５１１万２，０００円の決算額となっております。 

 次に、１８款の繰入金では東日本大震災復興基金からの繰入が増となったことか

ら１，７６９万６，０００円の決算となっております。 

 次に、１９款の繰越金につきましては、前年度より１億３３３万５，０００円増

の６億７，８３２万７，０００円の決算となりました。 

 ２０款・諸収入ですが、２３年度は千葉県市町村振興協会災害見舞金が６，３０

０万円、宿浜区協同館新築の助成金、コミュニティ助成事業助成金１，７５０万円

があったため、これらがなくなったことによりまして、諸収入全体では１億１，４
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０４万５，０００円減の１億４，７７９万３，０００円の決算となっております。 

 歳入決算の最後は２１款の町債でございます。平成２４年度の地方債発行総額は

１億９，８２０万円となりまして、前年度よりも１，３１０万円、６．２％の減と

なっております。今後とも可能な限り起債発行額を抑え将来負担の軽減を図ってい

きたいと考えております。 

 これらを含めました平成２４年度末の地方債現在高については、後ほどご説明を

申し上げます。 

 以上、歳入決算の総額は５３億４，５３０万８，０００円となりまして６．６％、

３億７，７５６万４，０００円の減額決算となりました。 

 続きまして、２ページをお願いいたします。 

 上の表でございますが、ただいま申し上げました歳入決算につきまして、左半分

では一般財源と特定財源に、そして右半分では自主財源と依存財源に分けて、その

状況を表にしたものでございます。後ほどお目通しいただきたいと思います。 

 それでは、次に歳出決算の説明に入らせていただきます。 

 平成２４年度の歳出決算の総額は４７億３，１６０万６，０００円となりまして、

平成２３年度と比較いたしますと３億１，２９３万９，０００円、６．２％の減と

なっております。目的別歳出決算の状況は、第２表のとおりでございますが、歳出

決算総額に対して構成比の高い順に見てみますと、民生費が１２億３，４３９万８，

０００円、２６．１％で最も高く、次に総務費の７億４，２９５万１，０００円、

１５．７％、３番目が衛生費で６億２，３２８万円、１３．２％、以下、公債費、

教育費、土木費の順となっております。 

 それでは、順を追ってご説明を申し上げます。 

 最初に、第１款・議会費でございますが、議員共済会負担金の負担割合が減少し

たことによりまして１，０９３万３，０００円減の９，７４９万３，０００円の決

算となりました。 

 続いて、２款の総務費では、決算額７億４，２９５万１，０００円で、対前年で

は７，４５６万５，０００円、１１．２％の増となりまして、防災行政無線デジタ

ル化工事及び選挙執行にかかる経費が増加したことが主な要因となっております。 

 次は、３款の民生費ですが、前年度と比較しまして６，８７３万８，０００円、

５．３％減の１２億３，４３９万８，０００円の決算となっております。減額の主
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なものでございますが、２３年度に行いました既存小規模介護施設等消火設備整備

補助金の終了や災害見舞金の支給件数の減少によるものとなっております。 

 次に、第４款の衛生費です。衛生費は決算額６億２，３２８万円で、前年度より

１，７９４万５，０００円、２．８％の減となりました。これは災害廃棄物処理が

進んだことによる委託料の減、塵芥処理・し尿処理にかかる香取広域市町村圏事務

組合への負担金の減が要因となっております。 

 第５款の農林水産業費の決算額は１億４，１９４万円で、前年度と比較し８，３

２２万７，０００円、３７％の減となりました。東総用水県営事業補助金やほ場整

備事業負担金の減が主な要因となっております。 

 続いて第６款は商工費でございます。決算額といたしましては前年度より８５万

８，０００円、０．９％増の９，３０４万７，０００円となっております。２３年

度の観光ガイドブック「るるぶ東庄」作成業務委託料が減となった反面、諏訪神社

わきの駐車場整備事業やアニメ制作にかかる観光ＰＲ事業が増加したことが要因と

なっております。 

 続きまして、第７款の土木費ですが、前年度比２１８万１，０００円、０．７％

増の３億１，２２９万７，０００円となっております。これは町道排水整備工事や

町道改良工事が増額となったことによるものでございます。 

 第８款は消防費でございまして、前年度を３５万１，０００円、０．１％上回り

ます２億６，４８３万３，０００円の決算となっております。香取広域市町村圏事

務組合への負担金ですが、常備消防分は増額となっておりますが、非常備消防分は

減額となっております。また、２４年度は小型ポンプの購入や防火衣の購入を行っ

ております。 

 次に、９款の教育費について申し上げます。歳出決算の総額は対前年度比４．２％、

２，０１９万８，０００円減の４億６，１７８万４，０００円の決算となりました。

これは平成２３年度に実施しました中学校武道館防水工事や弓道場建設工事の終了、

並びに職員２名の減による人件費の減額が主な要因となっております。 

 次に、１０款・災害復旧費についてでございますけども、東日本大震災からの本

格的な復旧工事がおおむね終了したことにより、前年と比べまして大きく２億３，

１９９万円減少し、１，１５３万９，０００円の決算額となりました。道路災害復

旧費は２４年度も予算執行しておりますが、公園災害復旧費や農業施設災害復旧費
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は事業終了のため皆減となっております。 

 次に、第１１款・公債費について申し上げます。公債費の決算額は５億１，０２

７万９，０００円となり、前年度と比較しまして６３８万円の増となっております。

平成２４年度の元金償還件数は９９件で、前年度より１０件少なくなっております

が、償還の始まった平成２０年度借り入れの臨時財政対策債、平成２２年度借り入

れの公民館大規模改修事業は借入額が大きく、その償還額も大きいため、結果とし

て前年度より増額となっております。なお、起債の残高や償還額の状況については

後ほどご説明を申し上げます。 

 歳出決算の最後は１２款の諸支出金でございます。財政調整基金への積み立ては

前年度と同額の２億円ですが、東庄町東日本大震災復興基金に新規積み立てを行っ

たため３，５７５万７，０００円増となり、決算額としましては２億３，７７６万

５，０００円となりました。 

 以上、一般会計の目的別歳出の状況についてご説明いたしました。 

 続きまして、次のページをお願いいたします。 

 歳出決算について、性質別の状況を示したものでございます。この性質別歳出に

つきましては毎年国に報告する決算状況調査に倣って区分をしております。この中

で２３年度決算では物件費としていましたデイサービス運営事業委託料ですが、そ

の性質上扶助費に区分するのが適切と思われますので、２４年度決算においては物

件費ではなく扶助費に計上してございます。なお、これは消費的経費の中での移動

となりますので、各年度の消費的経費、投資的経費の区分の修正はございません。 

 それでは、消費的経費と投資的経費について、その決算額及び構成比を見てみま

すと、消費的経費は３４億１，４１６万８，０００円で構成比が７２．２％、投資

的経費では５億５，３７５万８，０００円、１１．７％の構成比となっております。

また、前年度と比較しますと消費的経費の決算額では１億３，７４４万円の減、構

成比では１．８％の減となっております。また、投資的経費では１億９，４６９万

６，０００円の減、構成比では３．１％の減となっております。 

 それでは、性質別の歳出決算について第３表で見ていきたいと思います。 

 まず、消費的経費の細分類で義務的経費のうち人件費の決算は、平成２４年度９

億３８５万円、前年度と比べますと４，０４４万４，０００円の減となっておりま

す。これは議員共済会負担金の減と職員４名の減による人件費の減によるものとな
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っております。次に、義務的経費の２番目は扶助費でございまして、６億６，８４

５万９，０００円の決算で、４，７５５万５，０００円、７．７％の増となってお

ります。なお、先ほど申し上げました性質別の項目の入替えを除いて比較した場合

は、前年度決算よりも減額になっており、災害見舞金の支給件数の減少によるもの

となっております。義務的経費の最後は公債費で５億１，０２７万９，０００円の

決算となっております。前年度と比較しますと６３８万１，０００円の増額となり

ました。 

 以上、ただいま申し上げました三つの義務的経費の合計は２０億８，２５８万８，

０００円となりまして、歳出決算総額に占める割合は４４．０％となっております。 

 次は、消費的経費のうち物件費で、２４年度の決算額は５億８７４万８，０００

円、前年度と比べ８，４５９万４，０００円、率にしますと１４．３％の減となっ

ております。災害廃棄物処理委託料や観光ガイドブック作成業務委託料の減が主な

要因となっております。次は同じく消費的経費の中の維持補修費で、決算額は１，

１１１万円で前年度と比べ２３１万４，０００円の減となっております。消費的経

費の最後は補助費等でございます。決算額は８億１，１７２万２，０００円となり、

前年度と比較しますと６，４０２万４，０００円の減となっております。既存の小

規模介護施設等消火設備整備補助金や香取広域市町村圏事務組合の清掃分負担金の

減などが主な要因となっております。 

 人件費からただいま申し上げました補助費等まで消費的経費の決算額は、先ほど

申し上げましたように３４億１，４１６万８，０００円となりまして、歳出決算総

額に対する構成比は７２．２％を占めることになります。 

 次に、投資的経費のうちの普通建設事業ですが、前年度決算より６，７２６万４，

０００円、１４．３％の増となり、５億３，６４３万１，０００円の決算となりま

した。主に防災行政無線デジタル化工事の９，１３５万円の増によるものでありま

す。 

 次の災害復旧事業につきましては目的別歳出の災害復旧費でも申し上げました内

容と同様で、前年より２億６，１９６万円減少して、１，７３２万７，０００円の

決算となっております。 

 次に、投資及び出資・貸付金でございます。決算額は８，９８２万５，０００円

となり、前年度決算に対して９５６万６，０００円の減となっております。これは
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東総広域水道企業団への一般会計出資金の減によるものとなっております。 

 続きまして積立金でございますが、財政調整基金へ２億円、東庄町東日本大震災

復興基金へ３，６００万円の積み立てを行い、決算額は２億３，７７６万４，００

０円となりました。 

 性質別決算の最後は繰出金でございます。決算の額は４億３，６０９万１，００

０円となり、前年度決算額より６９９万３，０００円、１．６％の減となりました。

これは介護保険特別会計への繰り出しが増加しているものの国民健康保険特別会計

や、訪問看護ステーション特別会計への繰り出しが減少していることによるもので

ございます。 

 以上、人件費から繰出金までの性質別歳出決算の内容を申し上げました。 

 次のページ、４ページから５ページにかけての円グラフは、今まで申し上げまし

た一般会計の決算についてグラフ化したものでございます。後ほどご参照いただき

たいと思います。 

 それでは、５ページの下の方の財政構造についてご説明をいたします。 

 地方公共団体の財政力を示す数値として用いられます財政力指数は、地方交付税

法の規定に基づきまして算出される「基準財政収入額」を「基準財政需要額」で除

した数値の過去３カ年平均であらわすことができます。本町における平成２４年度

の財政力指数は０．４３４となりまして、平成２３年度の財政力指数０．４４７と

比較すると０．０１３低下しております。 

 次に、財政構造の弾力性をあらわします経常収支比率でございますが、性質別経

費の経常経費充当一般財源を経常一般財源で除して得ることができます。この数値

は８４．９％で前年度の８０．９％より４ポイント増加しております。経常収支比

率が大きく上昇した理由でございますが、臨時財政対策債は２３年度の借り入れ２

億円に対しまして、２４年度は１億円と借り入れの抑制を行ったことによるものと

なっております。この結果、経常一般財源が１億円の減となり、４．０ポイントの

増加分のうちの２．５ポイント分となっております。 

また、この数値の計算式において分母となる経常一般財源から臨時財政対策債を

除いた経常収支比率は８７．４％で、前年度より１．８ポイント増加となっており

ます。なお今後とも経常経費の節減、合理化を図り、経常収支比率の抑制に努めな

ければならないと考えております。 
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 次のページ、６ページでは過去５年間の一般会計歳入歳出決算について、その規

模をグラフにしてございます。後ほどお目通しいただきたいと存じます。 

 それでは、大変恐縮ですけども、７７ページをお願いいたします。 

 この表は、平成２４年度末現在の町債の現在高を表にしたものでございます。一

般会計における町債の状況につきましては借入先、事業ごとに２３年度末と２４年

度末の残高を次の７８ページにわたって列記をしてございます。７８ページの一番

下の合計欄で見ていただきますと、平成２４年度末現在の残高は元金が４２億９，

６０１万８，０００円、これに利子の残高が３億９，５１１万６，０００円、元金

と利子をあわせますと４６億９，１１３万４，０００円となっております。この額

を単純に平成２４年度末の住民基本台帳人口１万５，１２５人で割り返してみます

と、１人当たり３１万円という数字になります。この数値は前年度１人当たり３３

万円と比べ２万円減ったことになります。 

 次の７９ページでは、水道事業会計並びに病院事業会計にかかります企業債の状

況を表にしたものでございます。 

 次に、その下の表で３０番、債務負担及び損失補償の状況について申し上げます。

区分欄に記載のように全て債務負担でございまして、損失補償はございません。将

来にわたって支出が伴います債務負担の状況でございますが、戸籍システム更新事

業の１件のみで平成２４年度末では３，２８６万１，０００円となっております。 

 それでは、大変恐縮ですが、今度は決算書本冊の方をお願いいたします。３２６

ページをお願いいたします。 

 こちらの財産に関する調書について申し上げます。１番として、公有財産でござ

いまして、（1）土地及び建物（普通財産）と、次のページの（2）土地及び建物（行

政財産）について表にしてございます。 

 最初に、（1）普通財産の土地でございますが、全体として１万１，６１７平方メ

ートルの増となっておりまして、これは、国土調査の成果によるものでございます。

また、建物につきましては昨年度中の増減はございません。 

 次に３２７ページをお願いいたします。 

 （2）行政財産の土地についてでございますが、全体で１７２平方メートルの増加

となっておりますが、こちらも国土調査の成果によるものでございます。なお、建

物につきましては非木造の公共用財産で２２平方メートルの増となっておりますが、
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内容は町民スポーツ広場、多目的トイレの建設によるものでございます。 

 次に３２８ページの（3）出資による権利でございますが、増減はなく決算年度末

現在高は１，１２４万円及び５株となっております。 

 続きまして、大きな２番、物品について申し上げます。決算年度中に増減のあっ

たものは、自動車の所有台数が４台増、パーソナルコンピュータが１９４台減とな

っております。なお、パソコンにつきましては以前は買い取りによる使用でありま

したが、ソフトの更新にあわせリースによる使用に変更したことにより、大きな減

となっております。 

 続きまして、３２９ページをお願いいたします。 

 大きな３番で基金について申し上げます。一般会計の財政調整基金は２億６０万

５，０００円の増で、決算年度末では１１億２０９万７，０００円となっておりま

す。減債基金、公共施設整備基金、地域福祉基金につきましては、決算年度中の増

減はございませんでした。 

 続きまして、町民バス購入基金につきましては、利子分７，０００円の増、決算

年度末で１，８７１万円となっております。 

 続いて、奨学基金では奨学基金事業の交付金として２００万円を取り崩し、決算

年度末現在高は７５４万円となっております。 

 次に、土地開発基金ですが、現金の増減はありませんでしたが、土地については

国土調査の結果３３３平方メートルの増となっております。 

 次のページで東日本大震災復興基金ですが、交付金のうち災害見舞金等に充当し

た結果、３，３１３万１，０００円が残高となっております。 

 次のふるさと応援基金ですが、ご寄附をいただきました１１５万２，０００円を

積み立ていたしまして、決算年度末現在高は１，０６２万４，０００円となってお

ります。 

 なお、次の三つは特別会計でございますので、私からは割愛させていただきまし

て、その次の郵便切手類購入基金でございます。この基金は３０万円の定額運用基

金でございますので、年度中において有価証券としての郵便切手類と現金との間で

は異動がございますが、結果的には増減のない基金となっております。 

 基金の最後は、住民生活に光をそそぐ基金ですが、事業費に繰り入れるため１０

０万円の取り崩しを行い、決算年度末現在高はゼロとなりました。また、平成２５
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年３月３１日をもって基金も廃止となっております。 

 次に、大きな４番として、土地開発基金の運用状況報告書となっておりますが、

先ほど申し上げましたとおり、土地については国土調査により３３３平方メートル

の増で、現金については増減はございませんでした。 

 最後のページ、３３１ページの表は先ほど郵便切手類購入基金が３０万円の定額

運用基金であることを申し上げましたが、年間の運用状況を示したものでございま

すので、後ほどお目通しいただければと思います。 

 以上、一般会計の決算について申し上げましたが、冒頭申し上げましたように、

詳細につきましては特別委員会におきまして担当課長の方から説明があろうかと思

いますので、私の方からは以上で説明を終わらせていただきたいと思います。 

 どうぞよろしくお願い申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 町民課長。 

町民課長（池永芳則君） 

 認定第２号、平成２４年度東庄町国民健康保険特別会計の決算について、その内

容をご説明いたします。決算参考資料の６２ページをお願いいたします。 

 平成２４年度国民健康保険特別会計の歳入歳出決算状況につきまして、下の表を

もとにご説明申し上げます。平成２４年度の決算規模は、歳入の総額が２１億６，

７１３万６，０００円、歳出の総額は２０億８，３７５万５，０００円となりまし

て、それぞれ前年度と比較しますと、歳入では６４１万４，０００円、０．３％の

減、一方、歳出決算におきましては６，６５２万１，０００円、３．３％の増とな

りました。 

 歳入の主なものは国民健康保険税と国庫支出金及び前期高齢者交付金で全体の６

４％を占めております。このうち国民健康保険税は５億６，８７３万５，０００円

で、構成比２６．２％、前年度と比較して１，４１８万４，０００円、２．４％の

減となっております。なお、保険税の徴収率でございますが、平成２４年度は７４．

７６％となっておりまして、これは県内上位１０番目となっております。 

 また、県の平均徴収率は６５．１３％という状況でございます。 

 次に国庫支出金ですが、決算額は４億８，０８８万１，０００円、構成比２２．

２％で、前年度比較３，７１１万４，０００円、７．２％の減となりました。国庫
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支出金は療養給付に対し３２％の交付と、保険財政の需給バランスを調整する目的

で交付されています。減額の主な要因は、交付算定の対象となる療養給付の減額と

療養給付に対する負担率が２％減少したことが主な要因となっています。なお、減

少した２％分は県支出金として交付されています。 

 次に第５款の前期高齢者交付金ですが、これは６５歳から７５歳未満の前期高齢

者の方にかかる医療費の保険者間の不均衡を調整するため交付されるもので、決算

額は３億３，８８３万６，０００円、構成比１５．６％で、前年度比較２，０２８

万４，０００円、５．６％の減額となりました。なお、この減額の要因は、前々年

度分確定による精算分が主な要因でございます。 

 県支出金は１億２，７５６万円、構成比５．９％で前年度比較２，２７０万３，

０００円、２１．７％の増でございました。なお、この増額の要因ですが減額とな

った国の定率負担分２％が上乗せになったことと、県の療養給付費に対する交付金

が確定している前年度の医療費を対象に算定されているため、平成２３年度は医療

費が前年度より大幅増となっております。 

 次に第７款の共同事業交付金ですが、高額な医療費により、国保財政に与える影

響を緩和することを目的に交付されるもので決算額２億４８４万１，０００円、構

成比９．５％で、前年度比較３，０２０万円、１２．８％の減となりました。 

 第９款の繰入金につきましては、診療報酬支払準備基金繰入金と一般会計からの

繰入金で１億９，５５５万円、構成比９％で、前年度比較しますと６８４万２，０

００円、３．４％の減となりました。なお、一般会計からの繰入金は１億２，５５

５万円でございます。 

 続きまして、歳出についてご説明申し上げます。 

 歳出の総額は２０億８，３７５万５，０００円で、前年と比較しますと６，６５

２万１，０００円、３．３％の増額となりました。歳出のうち、保険給付費と後期

高齢者支援金及び共同事業拠出金で１６億９，６２６万２，０００円と、歳出全体

の８１．４％を占めております。 

 歳出のうち、初めに総務費でございますが、４，４５９万２，０００円で、ここ

では３名分の人件費を含む一般管理費及び徴税費でございます。 

 次に保険給付費ですが、これは保険者が負担する医療の給付にかかる費用で１２

億１，０３７万７，０００円、構成比５８．１％で、前年度比３，３８１万３，０



－93－ 

００円、２．７％の減額となりました。特に減額となっているのは入院の保険給付

で約３，７００万円、次に高額療養費で約１，２００万円の減となっております。 

 ３款の後期高齢者支援金等につきましては、後期高齢者医療にかかります社会保

険診療報酬支払基金への納付金で２億８，５７６万円で、前年と比較しますと２，

１００万３，０００円、７．９％の増となっております。 

 次に第６款・介護納付金ですが、これは介護保険制度にかかる社会保険診療報酬

支払基金への納付金で１億３，８８９万９，０００円の決算となりました。 

 続きまして、共同事業拠出金でございますが、保険者から千葉県国民健康保険団

体連合会への拠出金で２億１２万５，０００円、前年度比較１３３万３，０００円、

０．７％の減でございました。 

 次の保健事業費につきましては、特定健診や保健センターの運営にかかる費用で

４，０９３万６，０００円となっております。 

 次に、基金積立金でありますが、年度当初に一時取り崩しし、年度末に再度積み

立てているものでございます。平成２４年度決算見込みで翌年度へ１億円以上の繰

り越しが見込まれたため、３月に５，０００万９，０００円を増額補正し、決算額

は１億２，０００万９，０００円となりました。諸支出金償還金返納金や過誤納金

等で４，２７５万２，０００円、前年度比較３，０５３万２，０００円の増となり

ました。増額の主な要因は平成２３年度療養給付費負担金が過大交付であったため、

３，９８４万２，０００円を返還したことによるものであります。 

 以上、歳入歳出の主なものについて説明させていただきました。次に、実質収支

でございますが、本冊の３２１ページをお願いいたします。 

 歳入総額２１億６，７１３万６，０００円、歳出総額が２０億８，３７５万５，

０００円で、歳入歳出差引額は８，３３８万１，０００円で、翌年度へ繰り越すべ

き財源はございませんので、実質収支額は８，３３８万１，０００円でございます。 

 また、国民健康保険診療報酬支払準備基金の状況ですが、３３０ページをお願い

いたします。前年度末現在高１億１，５５０万１，０００円、年度中に５，０００

万９，０００円の増額積み立てをいたしまして、年度末現在高は１億６，５５１万

円となりました。 

以上で、国民健康保険特別会計決算についての説明を終わらせていただきます。 

 続きまして、認定第３号、平成２４年度東庄町後期高齢者医療特別会計の歳入歳
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出決算状況についてご説明申し上げます。参考資料の６７ページをお願いします。 

 後期高齢者医療特別会計につきましては、千葉県後期高齢者医療広域連合におき

まして、医療給付事業等を行っておりまして、町は保険料の徴収事務を行い、その

収納額について広域連合へ納付、また被保険者にかかる減額賦課等に伴う町負担分

について、町の一般会計より繰り入れをし、あわせて広域連合へ納付するものでご

ざいまして、そのほかの支出といたしましては、総務費におきまして事務費及び徴

収費を捻出しております。 

 それでは歳入よりご説明申し上げます。 

 後期高齢者医療特別会計の歳入総額は１億４５０万２，０００円となりました。

歳入のうち、医療保険料及び繰入金で９６．５％を占めております。１款の医療保

険料は６，９１０万２，０００円で、歳入全体の６６．１％、３款の繰入金は一般

会計からの繰入金で３，１７４万４，０００円、構成比は３０．４％となっており

ます。これは被保険者の低所得者等に対する軽減分にかかる繰り入れで、保険基盤

安定繰入金でございます。そのほか、前年度からの繰越金が３０５万３，０００円、

また諸収入において広域連合からの賦課徴収等にかかる委託料など、５８万８，０

００円の決算となりました。 

 次に歳出についてご説明いたします。 

 歳出の決算総額は１億２６９万２，０００円となりました。初めに第１款の総務

費でございますが、ここでは資格及び収納などにかかる電算の経費及び保険料の算

定にかかる電算処理業務の委託料などでございまして、総務費の決算額は１８２万

２，０００円となりました。２款の後期高齢者医療広域連合納付金につきましては、

先ほど申し上げましたとおり、徴収されました保険料並びに軽減賦課にかかります

町の負担分をあわせました１億８６万８，０００円を納付しております。 

 以上、歳入歳出の主なものについて説明させていただきました。 

 次に、実質収支についてでございますが、本冊の３２２ページをお願いいたしま

す。 

 歳入総額１億４５０万２，０００円、歳出総額が１億２６９万２，０００円で、

歳入歳出差引額は１８１万円、翌年度へ繰り越すべき財源はございませんので、実

質収支額は１８１万円でございます。 

 以上で、後期高齢者医療特別会計の決算説明を終わらせていただきます。よろし
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くお願いいたします。 

 議長（鎌形寿一君） 

 まちづくり課長。 

まちづくり課長（金島正好君） 

 それでは、認定第４号、平成２４年度東庄町食肉センター特別会計決算について

ご説明いたします。参考資料の６８ページをお開きください。 

 初めに、歳入歳出の決算の状況につきまして、ご説明をいたします。円グラフの

下の歳入の表から歳入合計でございますが１億３，０９６万１，０００円となりま

して、前年と比較して１，８０２万８，０００円の減額、１２．１％の減となりま

した。 

 １款の事業収入ですが、センターの各種使用料の合計は１億３５９万８，０００

円、前年度と比較しまして６２３万５，０００円、５．７％の減少となりました。

これは処理頭数の減によるものでございます。次に、２款・繰越金でございますが

２，７２６万７，０００円で、２３年度と比較しまして１，１７９万６，０００円

の減額となっております。次に、３款・財産収入ですが財政調整基金の積立利息で

８万３，０００円となっております。次に諸収入ですが、歳計金の預金利子の１万

３，０００円となっております。 

 続きまして、歳出ですが合計で１億６３９万２，０００円となりまして、平成２

３年度と比較して１，５３３万円の減額となりました。 

 １款の事業費ですが、食肉センターの維持管理運営にかかる経費となります指定

管理料及び消費税等で８，１３９万２，０００円、前年度と比較しまして１，５３

３万円、１５．８％の減となっております。次に、２款・積立金ですが、１，５０

０万円を食肉センター特別会計財政調整基金として積み立てをいたしました。前年

度と同額となっております。次に３款・諸支出金ですが、一般会計への繰出金で１，

０００万円です。こちらも前年度と同額となっております。歳入合計の１億３，０

９６万１，０００円から歳出合計の１億６３９万２，０００円を差し引きました２，

４５６万９，０００円が翌年度への繰り越しとなりました。 

 次に、搬入及び処理頭数についてご説明をいたします。６９ページをお開きくだ

さい。 

 産地別搬入頭数につきましては、円グラフのとおりとなっておりまして、搬入頭
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数９万２，７５１頭のうち東庄町５万３，９６９頭、旭市２万５，７０３頭、香取

市７，４４８頭が主な搬入市町となっております。と畜処理頭数につきましては９

万２，７５１頭で、同数になっておりまして、平成２３年度と比較して５，０４２

頭、５．２％の減となりました。主な要因といたしましては、養豚農家の生産頭数

の減少によるものとなっております。食肉センターの稼働日数は２４８日で、１日

平均処理頭数は約３７４頭でございました。 

 次に、財政調整基金について説明いたします。決算書の３３０ページをお開き願

いたいと思います。上から３段目、左の表をごらんいただきたいと思います。 

 食肉センター財政調整基金といたしまして、２４年度は１，５００万円積み立て

２億２，３３３万９，０００円の残高となっております。 

 以上で、食肉センター事業会計の説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 それでは、認定第５号、平成２４年度東庄町訪問看護ステーション特別会計歳入

歳出決算認定について、内容をご説明申し上げます。お手数ですが、決算参考資料

の７０ページをお開きいただければと存じます。 

 最初に下段の（2）訪問看護の利用状況でございますが、平成２４年度の利用者数

の合計は２７２人、延べ件数１，３５５件でございます。なお、平成２３年度と比

較しますと、利用者数の合計で２３人の減、率にして７．８％の減、延べ件数で２

９１件の減、率にして１７．７％の減となっております。 

 続きまして、平成２４年度決算状況についてご説明申し上げます。順序としまし

て平成２４年度の決算額と構成比、前年度との比較増減を金額と率で申し上げます。

それでは歳入から申し上げます。 

 歳入の主なものは、１款・事業収入の１，１８４万８，０００円でございます。

構成比は全体の４９．４％を占めておりまして、前年度との比較では金額で１２５

万７，０００円の減、率で９．６％の減となっております。減額の要因は先ほど申

し上げました利用者数、利用件数の減によるものでございます。２款・繰入金につ

きましては１８４万円で、構成比は７．７％、前年度との比較で金額で４９２万４，

０００円の減、率で７２．８％の減でございます。これは一般会計からの繰入金で
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ございます。３款・繰越金の１，０２８万７，０００円につきましては、構成比４

２．９％、前年度との比較では金額で５８９万９，０００円の増、率で１３４．４％

の増となっております。これは前年度からの繰越金でございます。４款・諸収入の

４，０００円につきましては、構成比０．０％、前年度の比較では金額で１万５，

０００円の減、率で７８．９％の減となっております。これにつきましては歳計金

預金利子でございます。 

 以上、歳入合計では２，３９７万９，０００円でありまして、前年度との比較で

は金額で２９万７，０００円の減、率で１．２％の減となりました。 

 次に歳出について申し上げます。歳出につきましては１款・事業費のみで１，５

６７万円、前年度との比較では金額で１６８万１，０００円の増、率で１２．０％

の増となりました。増額の主な要因は老朽化した車両の買いかえによる備品購入費

の増と平成２３年８月に採用しました臨時職員１名を１年間雇用したことによりま

す人件費の増によるものでございます。内訳としましては、職員２名と臨時職員１

名の人件費がほとんどでありまして、その他、パソコンシステムの保守委託料及び

使用料、備品購入費等でございます。 

 以上の結果、歳入歳出差し引き８３０万９，０００円の黒字となりました。これ

につきましては平成２５年度への繰り越しとなります。 

 以上で、訪問看護ステーション特別会計決算の説明を終わります。 

 続きまして、７１ページをごらんいただきたいと思います。 

 認定第６号、平成２４年度東庄町介護保険特別会計歳入歳出決算認定について内

容をご説明申し上げます。 

 平成２４年度は、町長の提案理由にありましたとおり、第５期介護保険事業計画

３カ年の初年度でした。第４期介護保険事業計画と比較して、被保険者数、サービ

ス受給者数、介護給付費の増加に伴い、第１号被保険者の保険料の引き上げを行い

ました。したがいまして基準額第４段階の月額保険料で見ますと、平成２３年度の

３，１８０円に対しまして８７０円の増の４，０５０円となっております。 

 それでは決算の内容についてご説明申し上げます。歳入から申し上げます。 

 １款・保険料は２億１，５４９万６，０００円、全体の構成比では２０．４％を

占めています。前年度との比較では金額で５，２１９万円の増、率にして３２％の

増となっております。増額の要因は６５歳以上の第１号被保険者の保険料の改定と、
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被保険者の増加による保険料の増額によるものでございます。 

 ２款・使用料及び手数料２万１，０００円につきましては、介護保険料未納者へ

の督促手数料でございます。 

 次に、３款・国庫支出金から５款・県支出金につきましては、主に介護保険法で

定められました保険給付費、地域支援事業費に対するそれぞれの負担金でございま

す。３款・国庫支出金２億２，３３７万２，０００円、４款・支払基金交付金２億

７，８７７万６，０００円、５款・県支出金１億４，９６８万４，０００円でござ

います。ここには記載してございませんが、合算しますと、６億５，１８３万２，

０００円、合算の構成比では６１．７％を占めています。前年度との比較では金額

で２，５９３万８，０００円の増、率にして４．１％の増となっております。これ

は保険給付費の増加に伴いまして、国・県支出金や社会保険診療報酬支払基金から

の交付金がふえたことによるものでございます。 

 ６款・財産収入の２万円につきましては、介護給付費準備基金を定期預金で１年

間運用したことによる利子分の収入でございます。 

 ７款・繰入金につきましては１億６，２４２万８，０００円、構成比１５．４％、

前年度との比較で金額では５４６万４，０００円の減、率にして３．３％の減でご

ざいます。詳しい内容はここに記載してございませんが、介護保険法で定められま

した一般会計の介護給付費及び地域支援事業費に対する負担金が１億２，７０４万

９，０００円、職員給与費の総務費負担金が３，５３７万９，０００円でございま

す。 

 次に８款・繰越金の２，１９２万６，０００円につきましては、構成比２．１％、

前年度との比較では金額で７万６，０００円の増、率にして０．３％の増となって

おります。これは前年度からの繰越金でございます。 

 ９款・諸収入の４２１万８，０００円につきましては、構成比０．４％、前年度

との比較では金額で４１５万１，０００円と大幅に増となっております。これは第

三者納付金が４１５万円あったほか、保険料の滞納による延滞金、歳計金預金利子

などでございます。 

 以上、歳入合計では１０億５，５９４万１，０００円、前年度との比較では金額

で７，６８９万円の増、率にして７．９％の増となりました。 

 続きまして歳出について申し上げます。１款・総務費は３，９６１万６，０００
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円、全体の構成比で３．９％を占めています。前年度と比較しますと金額で５６３

万４，０００円の減、率にして１２．５％の減となりました。減額の主な要因は職

員の異動に伴う人件費の減と、前年度策定した第５期介護保険事業計画に要した費

用の減によるものでございます。１款の内容は職員の給与、手当、負担金、保険料

通知事務、介護認定調査及び審査会の費用等でございます。 

 次に歳出の大部分を占めます、２款・保険給付費につきましては９億４，９６１

万４，０００円で、構成比９２．７％、前年度と比較しますと金額で６，５２７万

８，０００円の増、率にして７．４％の増となりました。増額の主な要因といたし

ましては、居宅介護、施設介護サービスの利用の増などによるものでございます。 

 なお、下段の（2）保険給付状況にサービス別の件数、給付金額を記載してござい

ますので、ごらんいただきたいと存じます。 

 次に３款・地域支援事業費は１，７３７万６，０００円、構成比１．７％、前年

度と比較しますと金額で２４万１，０００円の減、率にして１．４％の減となりま

した。減額の要因といたしましては、介護予防事業及び介護度４及び５の方を対象

とした寝たきり老人等紙おむつ支給事業委託料の減によるものでございます。なお、

この事業は要介護認定を受けていない方などへの介護予防事業、総合相談、ケアマ

ネジャー相互の情報交換や支援等の包括的支援事業及び町独自の任意事業を実施し

たものでございます。 

 ４款・公債費につきましては、一時借り入れを行っておりませんので支出はござ

いません。 

 次に５款・諸支出金は１，８００万９，０００円、構成比１．７％、前年度と比

較しますと金額で８０８万７，０００円の増、率にして８１．５％の増となりまし

た。これは前年度の介護給付費及び地域支援事業費の精算による返還金、介護給付

費準備基金積立金などでございます。 

 以上、歳出合計では１０億２，４６１万５，０００円、前年度との比較で金額で

６，７４９万円の増、率にして７．１％の増となりました。 

 以上の結果、歳入歳出差し引きは３，１３２万６，０００円の黒字となりました。

なお、国庫支出金等の精算を平成２５年度に行うわけでございますが、精算後にお

いての余裕資金は２，６２０万円程度となる見込みでございます。 

 続きまして、介護保険関係の基金の状況についてご報告申し上げます。お手数で
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すが、決算書本書３３０ページをお開きいただきたいと存じます。 

 ２段目の右側に記載してございます、介護保険給付準備基金につきましては、平

成２４年度中の定期預金運用利子２万３４４円と千葉県介護保険財政安定化基金取

崩特別交付金８７３万９，６４２円を積み立てております。したがいまして期中の

異動としましては８７６万円の増、年度末残高は６，０３０万２，０００円でござ

います。 

 以上で、介護保険特別会計決算の説明を終わります。よろしくお願い申し上げま

す。 

議長（鎌形寿一君） 

 まちづくり課長。 

まちづくり課長（金島正好君） 

 それでは、認定第７号、平成２４年度東庄町水道事業会計剰余金の処分及び決算

認定についてご説明申し上げます。 

 これにつきましては地方公営企業法第３２条第２項により、剰余金の処分につい

て決算とあわせて議会の議決を得ようとするものでございます。 

 恐れ入ります、決算書の２８７ページをお願いいたします。この表にございます

けれども、未処分利益剰余金４，３９１万５，７８４円につきまして、この全額を

減債積立金とするものでございます。 

 続きまして、決算についてご説明申し上げます。参考資料の７２ページをお願い

いたします。 

 （1）収益的収入及び支出について円グラフによりご説明を申し上げます。初めに

収益的収入は４億１，２０４万９，０００円で、対前年度比３３８万６，０００円、

率で０．８％の増となっております。この要因としましては、千葉県からの補助金

が前年度より３２３万９，０００円の増となったことによるものでございます。収

入全体の内訳は営業収益で３億２，３８０万９，０００円、営業外収益で８，８２

４万円となっております。収入全体の７８．６％を占める営業収益の内訳は、給水

収益で３億１，４６２万５，０００円、給水申込金、他会計負担金等で９１８万４，

０００円となっております。また、収入全体の２１．４％を占める営業外収益の内

訳は、一般会計からの補助金５，０００万円、千葉県からの補助金３，７９８万９，

０００円、その他では雑収益、預金利息を含め２５万１，０００円となっておりま
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す。 

 次に、収益的支出では３億６，８１３万３，０００円で、対前年度比１，０９８

万５，０００円の減額となり、率で２．９％の減となっております。この要因とい

たしましては、修繕費が縮小したことによるものでございます。支出全体の内訳は、

営業費用３億６，４７８万２，０００円、営業外費用ほかで３３５万１，０００円

となっております。支出全体の９９．１％を占める営業費用の内訳は、受水費が２

億３，５０１万２，０００円、減価償却費が６，９２０万１，０００円、人件費が

３，１６５万４，０００円、動力費、委託料ほかで２，８９１万５，０００円とな

っております。０．９％の営業外費用ほかでは企業債の支払利息等で３３５万１，

０００円となっております。 

 次に、資本的収支会計についてご説明いたします。資本的収入はありません。支

出は総額４，３７６万１，０００円で、内訳は固定資産取得費に１１２万９，００

０円、企業債償還金に４，２６３万２，０００円となっております。固定資産取得

費の主な内容では災害に備え１トンの給水タンクの購入に８６万８，０００円を、

企業債の元金の償還には繰り上げ償還を含め４，２６３万２，０００円を支出いた

しました。なお、収支の不足額４，３７６万１，０００円は、当年度消費税及び地

方消費税資本的収支調整額４万８，０００円、減債積立金２，９５４万５，０００

円及び過年度分損益勘定留保資金１，４１６万８，０００円で補填しております。 

 次に、経営状況の推移でございますが、平成２０年度から２４年度までの５年間

の収益的収支につきましては、下記の表のとおりでございます。 

 なお、平成２４年度の収益的収支では前年度より１，４３７万１，０００円増の

４，３９１万６，０００円の純利益を上げることができました。 

 続きまして７３ページをお願いいたします。 

 平成２４年度の業務量でございますが、年度末給水人口は１万２，５３８人で、

対前年度比較８人の増、普及率は１．２％増の８２．９％でございます。年度末給

水戸数につきましては４，０２１戸で、対前年度比較２０戸の増となっております。

年間給水量では１５０万２９２立方メートルで、対前年度比７，７１８立方メート

ルの増、年間有収水量は１４３万１６２立方メートルで、対前年度比５，２４１立

方メートルの減となっております。有収率につきましても９５．３％で対前年度比

較０．９％の減となっております。 
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 以上で、水道事業会計決算について説明を終わります。よろしくお願いいたしま

す。 

議長（鎌形寿一君） 

 病院事務長。 

病院事務長（宇ノ澤康成君） 

 それでは、国保東庄病院事業会計決算についてご説明申し上げます。決算参考資

料の７４ページをごらんください。 

 平成２４年度の収益的収支の決算の状況でございますが、収入総額１０億２，２

１２万８，０００円、支出総額９億７，１１７万９，０００円で、損益計算におけ

る当年度純利益は５，０９４万９，０００円となり、３年連続で黒字を達成いたし

ました。病院事業収入につきましてですが上の円グラフ内側、医業収益が９億４，

１２５万１，０００円で、収入総額の９２．１％、医業外収益が８，０７２万円で

７．９％です。医業収益の内訳でございますが、円グラフの外側、入院収益が２億

１，３４９万５，０００円で２０．９％、外来収益が４億６，５３５万２，０００

円で４５．５％、室料差額、人間ドック、各種健診などのその他医業収益が６，３

４７万７，０００円で６．２％、介護保険事業収益が１億９，８９２万７，０００

円で１９．５％です。医業外収益の内訳では、一般会計繰入金などの負担金・交付

金が７，７６０万５，０００円で７．６％、患者外給食収益、自動販売機売上手数

料などのその他医業外収益が３１１万５，０００円で０．３％です。 

 続いて、病院事業支出ですが、下の円グラフ内側の医業費用が９億２，１１７万

５，０００円で、費用総額の９４．９％、医業外費用が４，９８１万１，０００円

で５．１％です。医業費用の内訳では、円グラフの外側、給与費が４億３，８３８

万９，０００円で４５．１％、材料費が３億９４５万２，０００円で３１．９％、

経費が１億２，１７７万６，０００円で１２．５％、減価償却費、資産減耗費、研

究研修費などのその他が５，１５５万８，０００円で５．４％です。医業外費用の

内訳では、企業債利子が２，７９９万４，０００円、患者外給食材料費が５５万９，

０００円、仕入れにかかる消費税額などの雑損失が２，０８２万７，０００円と繰

延勘定償却４３万１，０００円で５．１％です。 

 ７５ページをお願いいたします。 

 資本的収支の決算の状況でございますが、収入合計１億２６３万３，０００円、
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支出合計１億４，０３４万１，０００円で、収支不足額３，７７０万８，０００円

は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額３９４万円と、過年度分損益勘

定留保資金３，３７６万８，０００円で補填をいたしました。 

 収入の内訳は、町一般会計からの出資金３，７３２万３，０００円と、補助金６，

５３１万円です。この補助金は地域医療再生臨時特例交付金でございます。支出の

内訳では、建設改良費８，２７３万４，０００円と企業債償還金５，７６０万７，

０００円です。建設改良費の内訳は千葉県地域医療再生基金からの１００％補助を

活用してのＣＴ装置、エックス線撮影装置等の画像診断装置の更新を行いました。

また、これ以外では全自動グルコース測定装置、特殊浴槽等の購入を行っておりま

す。 

 次に、収益的収支の決算の推移ですが、平成２０年度から平成２４年度までを記

載してございます。平成２４年度では、収入１０億２，２１２万８，０００円で、

前年度と比較して２，１４９万６，０００円の増額となっております。これは介護

入院収益が伸びたことによるものでございます。支出では９億７，１１７万９，０

００円で、前年度と比較して７３万８，０００円の減となり、２４年度純利益は５，

０９４万９，０００円となりました。先ほども申し上げましたが、平成２２年度以

降３年度連続で黒字を達成いたしました。 

 次に、入院・外来延患者数の推移でありますが、平成２０年度から平成２４年度

までを記載してございます。平成２４年度の入院延患者数は２万２１５人で、前年

度と比較して８３６人の増となりました。外来延患者数では平成２４年度３万３９

５人で、前年度と比較して９６３人の減になりました。１日当たり患者数では、入

院の３６５日で１日当たり５５．４人、外来で２６７営業日で１日当たり１１３．

８人となりました。 

 ７６ページをごらんください。 

 平成２４年度末病院事業債現在高でございますが、合計で元金が９億６，８７１

万９，９５８円、利子２億８３１万７，１０１円、合計で１１億７，７０３万７，

０５９円でございます。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願い申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 説明が終わりました。 
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 ここで暫時休憩といたします。再開は午後１時といたします。 

 ご苦労さまでした。 

（午前１１時５５分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 

議長（鎌形寿一君） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 本決算について、提出者からの説明が終わりましたので、ここで、監査委員の代

表から審査報告の説明を求めます。 

 監査委員、平山茂君。 

監査委員（平山茂君） 

 監査委員の平山です。それでは、平成２４年度東庄町一般会計・特別会計歳入歳

出決算審査及び基金運用状況審査について意見を申し述べたいというふうに思いま

す。 

 まず１番、審査の対象ですが、（1）平成２４年度東庄町一般会計歳入歳出決算と

（2）平成２４年度東庄町国民健康保険特別会計歳入歳出決算以下、（6）平成２４

年度東庄町介護保険特別会計歳入歳出決算の特別会計であります。 

 審査の期間は、平成２５年７月２３日及び８月８日です。 

 審査の経過としましては、平成２５年６月２８日付で、総第１００号をもって審

査に付された、平成２４年度東庄町一般会計・特別会計歳入歳出決算及び基金運用

状況の審査に当たっては、予算の執行が議決の本旨及び地方自治法第２条第１４項

に規定された住民の福祉の増進を図り、経済性・効率性を念頭に運用されているか、

また、会計経理事務が法規に準拠して正確かつ適正に処理されているか等に検討を

加え、提出された関係諸帳簿及び証拠書類等を精査し、あわせて関係職員の説明を

聴取する方法により慎重に審査をいたしました。 

 審査の結果、審査に付された各会計の歳入歳出決算書は、関係法令にのっとり作

成され、計数は関係諸帳簿等照合の結果正確であり、予算の執行については、おお

むね所期の目的に沿ってなされており、内容も正当なものと認定をいたしました。 

 また、財産に関する調書は、財産状況・異動状況についての計数も正確であると

認められました。 

 次に、決算の概要でありますが、平成２４年度における一般会計と各特別会計の
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決算総額単純合計は、歳入で８８億２，７８２万６，８４１円、歳出で８０億６，

４７３万８１円となっています。歳入歳出差引額は、７億６，３０９万６，７６０

円であり、翌年度へ繰り越すべき財源３，８１０万７，０００円を控除すると実質

収支額は７億２，４９８万９，７６０円となっています。 

 各会計とも、実施事業の内容により差異はありますが、歳入の減額に伴い、歳出

も減額しているところであり、おおむね堅実な財政運営となっております。 

 ５９ページをお願いします。 

 この表は各会計内容をまとめたものでありますので、後ほどお目通しをいただき

たいと思います。 

 ６０ページをお願いします。 

 ６番の総括的評価ですが、まず（1）普通会計・一般会計から①財政力指数であり

ます。地方公共団体の財政力を評価するために一般的に用いられる指標ですが、財

政力指数は、平成２４年度において０．４３４となり、前年度の指数０．４４７を

下回る結果となりました。 

 数値が近年においては、平成１９年度分の指数をピークに年々下降傾向にあり、

財政基盤が脆弱化しているといえる。 

 ②経常収支比率でありますが、これは財政構造の弾力性を評価するために用いら

れる指標であります。この比率は、通常７０～８０％の間にあり、８０％を超える

と財政が硬直化しているものとされております。 

 本町における過去３カ年の比率は、平成２２年度は８０．１、平成２３年度は８

０．９、平成２４年度は８４．９％とそれぞれ推移しております。対前年比４ポイ

ントの増となっております。 

 これは、比率の計算において、経常一般財源とされる臨時財政対策債の借り入れ

を抑えたことによる必然性のある数値変動と理解するところですが、今後とも、予

算執行における継続的な経費抑制の方向を堅持し、経常収支比率の改善に努力され

たい。 

 なお、経常一般財源収入額に臨時財政対策債を含めない場合の比率は以下のとお

りであります。 

 次に、③財源内訳及び性質別歳出の状況ですが、歳入における財源内訳は、自主

財源４４．４％、依存財源５５．６％であり、平成２０年度から続いた、自主財源
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比率の減少が改善されております。 

 消費的経費については、諸助成事業の展開により扶助費の割合が年々増加してお

ります。このような状況下、投資的経費について、東日本大震災による災害復旧事

業の減という要因はあるものの、割合を落としており、一定の割合を確保すること

が望まれます。 

 今後とも依存財源である地方交付税及び国県補助金の削減が予測される財政運営

の中、歳出において消費的経費・投資的経費の適正な割合を維持することが肝要で

あるかと考えています。 

 ６１ページをお願いします。 

 ④町税の滞納及び不納欠損についてであります。平成２４年度町税における不納

欠損額は５２３万２，２１１円、収入未済額は、現年度課税分及び滞納繰越分をあ

わせて１億２，５３７万６，１２４円でありました。 

 町税全体の徴収率は、平成２４年度は、９１．２％となっております。 

 滞納整理を税関係職員全員で取り組み、あるいは滞納者の財産調査や差し押さえ

を積極的に執行するなど、徴収努力は、評価するものであります。 

 しかしながら、徴収率は、年々低下傾向にあることから、健全な財政運営のため

にも、納税意識の高揚を図り、さらなる徴収率の向上に努められたい。 

 （2）特別会計、①国民健康保険特別会計ですが、国保税の不納欠損額は、５７０

万４，０００円でありました。収入未済額は１億８，６２９万２，９６０円となっ

ております。未済額は、４年連続して大幅な増加となっております。 

 国保税全体の徴収率は、平成２４年度は、７４．８％となっております。 

 震災の影響や景気の低迷などが影響し、全体的に徴収率が下がる中、本町は県内

市町村においても速報値で１０位の位置にあり、徴収事務の努力に一定の評価はし

ます。連続して徴収率が低下していることは、憂慮すべき事態であり、不納欠損額

及び滞納額の増加は、善良な納税者の納税意欲を欠くばかりか目的税の持つ役割と

その制度の存続を揺るがしかねないものであります。 

 今後とも、悪質な滞納者に対しては、資格証制度の適用を強化するなど、積極的

に滞納額の減少に努めていただきたいと思います。 

 次に、（3）歳計現金及び基金でありますが、①財政調整基金、過去５年間の財政

調整基金の推移は以下のとおりであります。ただ、平成２４年度で約１１億円とな
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っておるところであります。 

 経費の削減と効率的な行政運営により余剰を蓄えた成果として評価したいと思い

ます。 

 ６２ページをお願いします。 

 財政調整基金は、災害など不測の事態において、その果たす役割は大きいことか

ら、今後とも、積立額の堅持・増額に努められていただきたいと思います。 

 次に、②国民健康保険診療報酬支払準備基金でありますが、医療費は、今後とも

肥大化することが見込まれるとともに、緊急事態に対応するためにも基金のさらな

る充実を図られたい。 

 ③公共施設整備基金でありますが、本基金は、庁舎建設、各小・中学校の耐震改

修、公民館大改修等、その役割を果たしてきたところであります。残高が３５５万

９，０００円となってから平成２４年度まで、同額のまま推移をしてきております。

その設置目的及び整備対象公共施設を再度検証し、有効な基金運用に努められたい。 

 所見として、歳計現金及び基金の運用に当たりましては、短期の定期に積み立て

る等、きめ細やかな運用がなされており、低金利の状況下、利回りは期待できない

ものの、安全かつ効率的な運用を図る観点からも、大いに評価するものであります。 

 最後に、総括的意見でありますが、これについては全文章を読ませていただきま

す。 

 平成２４年度決算における財政状況は、おおむね震災復旧関連事業が終了したこ

とにより、歳入歳出額とも減額したところであるが、懸念された税収の落ち込みも

農業所得の増により抑えられ、歳出も平年並みとなったことから、全体的には良好

なものとなった。 

 この、近年順調に推移している本町の財政状況が町民に真に理解されているか懸

念される部分もあります。要望として、さらにわかりやすい形での広報に努めてい

ただきたい。 

 しかし、個々の財政指標は、下降傾向にあり、さらに、近年町債の発行を抑制し

ているにもかかわらず公債費の割合は１０％台のまま推移しております。当然のこ

ととは言え、町債の発行は、後々の町財政に影響するものであり、広い視野をもっ

て財政の運営に臨んでいただきたい。 

 また、国の景気対策の成否及び税制の先行きの不透明感も相まって、税及び地方
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交付税等の財源の確保が厳しい状況も見込まれるところであります。 

 一方、少子高齢化社会の進行に伴う、保健・医療・福祉施策に要する経費の増加

が避けられない状況であり、さらには、消防・清掃事業等、広域行政に要する負担

金の増大も考慮されなければならない。 

 今後の財政運営に当たっては、事務事業の重点化を検討し、さらなる歳入の増の

施策・歳出の縮減に取り組み、健全なる行財政運営を望むものであります。 

 ６３ページをお願いします。 

 次に、平成２４年度東庄町水道事業会計及び東庄町国民健康保険東庄病院事業会

計決算審査について、報告します。 

 ６４ページをお願いします。 

 まず審査の対象でありますが、（1）平成２４年度東庄町水道事業会計決算、及び

（2）平成２４年度東庄町国民健康保険東庄病院事業会計の公営企業であります。 

 審査の期間については平成２５年７月２３日。 

 審査の経過としては、平成２５年６月２８日付で、総第９９号をもって審査に付

された各会計の決算が公営企業会計の一般原則に準拠して作成されているか確認す

るとともに、各会計の地方公営企業法第３条の規定に則した財政運営状況並びに決

算書の計数、関係諸帳簿及び証拠書類等を精査し、関係職員の説明を聴取する方法

により慎重に審査をいたしました。 

 審査の結果については、各会計の決算書は、関係法令にのっとり作成され、計数

は関係諸帳簿等照合の結果正確であり、予算の執行については、おおむね所期の目

的に沿ってなされており、内容も正当なものと認定をいたしました。 

 決算の概要でありますが、まず（1）東庄町水道事業会計であります。収益的収支

は、事業収益が４億１，２０４万９，０５４円、事業費用については３億６，８１

３万３，２７０円となっております。その結果４，３９１万５，７８４円の純利益

が生じているところであります。 

 また、資本的収支は、企業債の借り入れを行わなかったためゼロ円であり、資本

的支出については、企業債償還金を主な支出として総額４，３７６万１，０６８円

を支出しております。なお、不足額については減債積立金、過年度分損益勘定留保

資金等で補填をしておるところであります。 

 業務の状況については昨年度と比較すると、給水戸数は増加をしておりますが、
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給水人口は微増にとどまっております。 

 ６５ページをお願いします。 

 次に（2）東庄町国民健康保険東庄病院事業会計であります。収益的収支は、病院

事業収益が１０億２，２１２万８，７０２円であります。 

 また、病院事業費は９億７，１１７万８，７４０円で、その結果５，０９４万９，

９６２円の純利益が生じております。 

 なお、資本的収支につきましては、資本的収入が１億２６３万３，０００円であ

り、資本的支出については１億４，０３４万８６６円であります。そのうち建設改

良費に８，２７３万４，１２０円、また企業債償還金として５，７６０万６，７４

６円を支出し、不足額は当年度分消費税資本的収支調整額、及び過年度分損益勘定

留保資金で補填をしております。 

 業務の状況につきましては、入院患者数は増加し、また外来延患者数は減少をし

ております。 

 最後ですが、６、審査の総括的意見を述べたいと思います。これについては全文

読ませていただきたいと思います。 

 まず（1）東庄町水道事業会計ですが、平成２４年度決算における業務実績につい

ては、給水戸数の増加により、普及率は８２．９％、前年度と比較し、１．２ポイ

ント向上している。有収水量率は９５．３％で前年度から０．９ポイント悪化して

おり、高水準を維持していると言えるものの漏水に意を配するとともに、一層、効

率的な給水体制の確立が求められる。 

 経営状況については、昨年度と比較すると、事業収益は、ほぼ横ばいであったが、

事業費用において大規模な修繕が行われなかったことから、昨年度において当該修

繕費に充てた分の額を上乗せした黒字を得ております。 

 しかしながら、給水原価が供給単価を依然として上回っており、給水にかかる費

用が水道料金による収入以外のほかの収益で賄われていることから、一層の経営努

力に取り組み、損失が生じないよう健全経営を目指していただきたい。 

 今後、老朽設備の更新も必然的に発生することが予想され、収益においても、社

会経済情勢の大幅な改善は見込まれず、経営状況は厳しくなるものと予測をされま

す。これらから、業務の見直し等、引き続き経費の縮減に取り組み、より一層の経

営の効率化が図られるよう期待をします。 
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 一方、一般会計からの補助金を大幅に減額しているとは言え、継続的に純利益が

生じることが見込まれ、経理面から見ても積極的な企業債の繰り上げ償還が功を奏

し、来年度からの償還額が大幅に減少することにより、現金預金の額を増加させて

いくこととなります。このような状況下、町民から理解の得られる中長期的な経営

計画を策定されることを要望いたします。 

 最後に、（2）東庄町国民健康保険東庄病院事業会計ですが、平成２４年度決算は、

業務実績において、年間の入院患者数が前年度と比較して、８３６人増加している

にもかかわらず、外来患者数が９６３人減少しております。これは、医師数の減員

による必然的結果と理解したい。病床利用率では、年間平均で７１．６％となり、

前年度を５．４ポイント上回り、健全経営の指標の一つである７０％台に回復した

ことは、業務実績に安定感を与えております。 

 経営状況については、病院事業収益が前年度比２．１％の増に対し、病院事業費

用が昨年度並みに抑えられており、その結果、昨年度より大幅に増額した純利益を

計上している。病院新築移転以来、初めて黒字に転じた一昨年度から、３年連続で

黒字決算となっていることは大いに評価できます。 

 とりわけ、医業収益に対する給与費の割合は４６．５８％と、同規模の病院と比

較して１０～２０ポイント程度、低位に保たれており、余剰人員を抱えず、収益を

確保していることから、院長を初め病院関係諸氏の努力も評価をしたい。 

 また、県の補助事業を積極的に活用し、高度なＣＴ装置の導入やエックス線撮影

装置の更新を図っており、高度医療の要求に応えるとともに、地域住民の健康増進

につながるものであり、さらなる充実を望むものであります。 

 後期研修プログラムの導入は、医師の確保に奏功したところでありますが、今後

の地域医療において医師の確保は最重要課題であることから、引き続き、医師・看

護師など医療スタッフの確保に取り組み、医療体制の充実と患者サービスの向上に

努められたい。 

 今後とも旭中央病院との連携を軸に地域の中核医療・療養施設としての役割を果

たすべく、医師等の確保に万全を期すとともに、地域住民に対し安全で安心な医療

が提供されることを望むものであります。 

 以上、意見について報告を終わります。ありがとうございました。 

議長（鎌形寿一君） 
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 説明が終わりました。 

 ただいま議題となっております、認定第１号から認定第８号までについては、議

員全員で構成する決算審査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することに

したいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、認定第１号から認定第８号までについては、議員全員で構成する決

算審査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することに決定しました。 

 これより決算審査特別委員会の委員長及び副委員長の互選を行うため、しばらく

休憩します。議員各位及び執行部の皆様はそのままお待ちください。 

（午後 １時２８分 休憩） 

（午後 １時３５分 再開） 

議長（鎌形寿一君） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 休憩中に開催されました決算審査特別委員会において委員長及び副委員長の互選

が行われましたので、改めてその結果を報告します。 

 委員長に宮崎正吾君、副委員長に林甚一君が選任されました。 

 以上で報告を終わります。 

 日程第９、休会の件を議題とします。 

 お諮りします。 

 委員会審査等のため、９月５日から１２日までの８日間を休会としたいと思いま

す。 

 ご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、９月５日から１２日までの８日間を休会とすることに決定しました。 

 これで本日の日程は全部終了しました。 
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 ９月１３日の会議は議事の都合により、午後２時３０分に繰り下げて開くことに

します。 

 本日はこれで散会します。 

 ご苦労さまでした。 

（午後 １時３６分 散会） 

 


